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この論文は､戦後からの日本企業の経営を､日

本の文化 ･社会的背景も考慮に入れながら分析 ･

検証することを目的として書かれた｡多くの日本

的経営と言われている経営手法は､日本の文化的

および社会的背景に影響を受けながら生まれたも

のである｡

戦後､日本企業はアメリカから多くの経営理論

を取 り入れた｡しかし､そのまま取り入れたので

はなく､日本社会により合致した方向に変化させ

ることによって､より抵抗なく企業組織に受け入

れられるよう経営手法の日本化が行われた｡

例を挙げると､アメリカの品質管理は品質担当

部署の責任によって管理されていたが､日本企業

は､それを全社的品質管理の手法に発展させるこ

とにより､より高度な品質管理の方法を産み出す

ことに成功した｡

このように､海外から輸入された経営手法を日

本化して､より日本社会に合った経営手法に変革

することによって､競争力を高めていったのであ

る｡また経営輸入ではなく､E]本独自の経営手法

として発展したものとして､協力 (部品)企業ネッ

トワークを挙げることが出来る｡

現在､日本的経営と呼ばれている経営手法の多

くは､アメリカからの経営理論を日本化 したもの

と､協力企業ネットワークのように､日本独自の

経営的背景から生まれたものの両者から成り立ち

企業経営が行われている｡

本稿の目的は大きく分けて次の3点にある｡

第-に､日本的経営に関する書籍および論文は

1,800件以上ある｡その中でも60件以上におよぶ

文献調査を行い､どのような経営手法が日本的経

営として論議されているかについてまとめること｡

第二に､日本を代表する企業は､日本的経営と

言われている特徴のうち､どの部分を導入しなが

ら企業経営をしているかについて議論 ･分析する

こと｡

第三に､成功をおさめている日本企業に共通な

経営因子の抽出を試みることである｡

これらを行うことで､1980年以前からの日本企

業の特徴がより明確になると考え検証するに至っ
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た｡

具体的には､第 1章で1980年以前における日本

企業の特徴について抽出することを試みた｡ここ

では伝統的な日本的経営を中心に生産面や人的資

源､戦略や組織など幅広い視野からの文献調査を

行った｡

これらを基に､どのような経営項目が日本的経

営の軸として議論されているのかについて分析し､

同時にそれらの議論について一覧表を作成し1980

年以前における日本企業の特徴について明らかに

した｡

第2章では第 1章と同様に､1980年以降におけ

る日本企業の特徴について検証を試みた｡ここで

は主に2つのステップで検証を行った｡

第 1段階として､内外の文献調査により､1980

年以降に議論されている日本的経営について提示

し､それを一覧表としてまとめた｡

第2段階として上記で取り上げた経営項目を基

に､日本的経営の図式化 (花の図)を試みた｡

これにより日本企業の特徴をより可視化し､表

現することで文化 ･社会的背景も考慮に入れなが

ら企業経営を行っていることが明らかになると考

えた｡

第3章では第2章で作成した1980年以降における日

本企業の特徴を示した花の図を用いて企業分析を

行った｡ここでは日本の優良企業として評価され

ている4社 (花王､ユニクロ､キヤノン､本田技

研工業)を取り上げ､分析した｡

これらの4社が､日本的経営のどの分野の経営

手法を導入しながら経営を行っているかを分析し､

各企業の特徴について抽出した｡それを第2章で

構築した花の図にあてはめることにより､より可

視化した形で提示した｡

同時に3つの軸 (顧客の声を取り入れ商品開発

に活かす､日本の文化 ･社会的背景を意識する､

研究開発を重視する)を用いて企業の特性を明ら

かにし各企業の取り組みに関する違いを明確にし

た｡

上記での議論を基に第4章では､第3章で取り

上げた4社の共通点を検証すると共に､代表的な

日本企業はどのような経営因子を持ち､それを基

に経営を行っているのかの議論､分析をした｡こ

こでは､次の14の経営因子を抽出した｡

1.経営者の考え方 ･経営理念 ･行動規範の共有

2.各企業の特性 ･長期間にわたる投資や目標 ･

企業戦略

3.企業内でのコミュニケーション

4.大部屋制

5.チームワーク

6.マトリックス的組織

7.現場主義

8.ジャスト･イン･タイム

9.品質管理

10.カイゼン活動

日.提案制 ･ボトムアップ

12.徹底主義

13.企業間をはじめとした信頼関係 ･系列 ･企業

間ネットワーク

14社会貢献･地域貢献

これらの14の経常因子を基にどのような形で

PDCA(Plarl,Do,Check,Action)とかかわってく

るかといった議論をした｡そこでは14の経営因子

が連動して機能することでPDCAサイクルを他社

よりも速いスピードで回すことが出来るのではな

いだろうか､同時に､このスピードの違いが､競

争力のある企業と一般的な企業との差ではないか

という結論に至った｡
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